
第５回大阪府教育振興基本計画審議会 

 

日 時：令和 4 年 4 月 15 日（金）13：00～ 

会 場：プリムローズ大阪  3 階  高砂 

 

次  第 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

 ・現行計画の振り返り・課題抽出、基本方針（案）に関する意見交換 

 

３ 閉 会 

 

配付資料 

・次第 

・大阪府教育振興基本計画審議会委員名簿兼出席者名簿 

・配席図 

・第５回大阪府教育振興基本計画審議会資料 
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現行計画の振り返り（１）
＜基本方針１ 市町村とともに小・中学校の教育力を充実します＞
<基本方針２ 公私の切磋琢磨により高校の教育力向上をすすめます>

※H30までの国語と算数/数学の実績はＡとＢの平均値で記載。

取組みのあらまし

1

資料１

○これからの社会で求められる確かな学力を身に付けることができるよう、学力向上のPDCAサイクルの推進や授業改善等への支援を行い、
「基礎・基本」の確実な定着と「活用する力」の向上を図ってきた。

○また、社会に開かれた教育課程の実現や、専門人材との連携などによる「子どもの力をしっかり伸ばす学校力の向上」の取組みにより、

「学びに向かう力」の涵養等を図ってきた。
○英語教育の充実をはじめグローバル社会で活躍できる人材の育成や、生徒一人ひとりの希望・ニーズに合わせたセーフティネットの整備

等、社会の変化やニーズを踏まえた府立高校の充実を進めてきた。

○家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供し、公私の連携、切磋琢磨を図るため、私
立高校生等に対する授業料無償化制度を実施するとともに、効果検証による定期的な制度の見直し、改正を行ってきた。➡(15)で記載

【主な取組み】
スクール・エンパワーメント推進事業、すくすくウォッチ、中学生学びチャレンジテスト、ことばの力
エンパワメントスクール[ES](習熟度別授業、30分のモジュール授業)、グローバルリーダーズハイスクール[GLHS]、国際関係学科[LETS]、
英語教育の充実(「広がる」英語教育推進PJ)、公私連携事業の実施、私立高校等の授業料無償化

○社会のルールを守り、違いを認め合い、相手を思いやる豊かな人間性をはぐくむ人権教育・道徳教育を推進するなど、学校教育全体を通

して互いに高め合う人間関係づくりを推進してきた。
○課題を抱える児童・生徒への支援をはじめ生徒一人ひとりの自立を支える教育を充実してきた。
【主な取組み】
「こころの再生」府民運動の展開、道徳教育・人権教育の推進、大阪府中学校生徒会サミット、SSW・SCの配置

データの推移など
①「全国学力・学習状況調査」における平均正答率

（対全国平均比）

②「家で計画的に学習する」と回答した
児童・生徒の割合

③「児童・生徒は熱意を持って勉強している」と
回答した学校の割合

※H30,R3調査項目なし

20.9% 21.8%

26.2%

28.9% 28.2% 28.1%

13.6%

16.3%

22.3%

26.2%
27.3% 26.8%

0%

20%

40%

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H31.4

小６国語
0.977 

小６算数
0.993 

小６理科
0.952 

中３国語
0.960 

中３数学
0.970 

中３理科
0.968 

中３英語
1.002 

0.900

0.950

1.000

1.050

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R3.5



目標：40％
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進学率
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肯定的回答

62%
どちらともいえない

28%

否定的回答

10%

⑦グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）
における現役での国公立大学進学率

⑧GLHS卒業生の進学率

現行計画の振り返り（２） ＜基本方針１＞＜基本方針２＞

⑨エンパワメントスクール(ES)生徒アンケート
「30分授業で勉強に対する苦手意識が薄れてきた」

⑩ES卒業生の進路
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⑥府立高校３年生のうち
英検準２級相当以上の生徒の割合
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⑤府立高校における学校生活に関する

肯定的評価割合の平均の推移

④公私受入割合の推移
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データの推移など
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⑪「学校のきまりを守っている」児童生徒の割合 ⑫自分には良いところがあると回答した児童生徒の割合

⑭「高校・高等部での学習を通して『人間関係』の大切さを
学んだ」と回答した府立学校生の割合

※R3調査項目なし

58.9%

60.5% 60.5%

59.1% 59.0%

60.4% 60.5%

63.2%
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⑬「高校・高等部での学習を通して『自分を大切にする』
気持ちが高まった」と回答した府立学校生の割合

（年度）

（年度）

現行計画の振り返り（３） ＜基本方針１＞＜基本方針２＞

⑯自立支援コース・共生推進校生徒アンケート
Q. ともに高校生活を送る中でよかったことは？

~同級生の回答(R2)
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99 99 100
97 97
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92
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⑮福祉・ボランティア活動を実施した府立高校の数

（年度）

（年度）

※各学校の申告に基づき集約
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社会全体の多様化を踏まえ、地域をはじめ実社会とのつながりを意識した取組みをこれまで以上に進め、社会規範
や思いやりの醸成など豊かな人間性のはぐくみの実現をめざしていく。また、子どもの貧困や家庭の社会的孤立、
障がいの有無に関わらない自立・社会参加等の課題を、様々な主体が協働して解決することをめざしていく。

現行計画の振り返り（４） ＜基本方針１＞＜基本方針２＞
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⑱不登校児童・生徒数の千人率
（府内公立小学生、中学生、高校生）

⑰いじめの認知件数の千人率
（府内公立小学生、中学生、高校生）

（年度）
（年度）

○豊かな人間性をはぐくむ様々な教育をとおして、社会規範を守る意識や他者理解・自己肯定感などが高まっている。
○引き続き、社会とつながる人権教育や道徳教育等を進めるとともに、いじめ事案に対する対応やヤングケアラーの支援
など、子どもたちが安心して学べるような環境の整備が重要。

データの推移など

時代が大きく変化し、予測困難な将来となる中で、将来を生き抜く力を身に付けるべく、これまでの取組みを継
続、発展することに加え、自ら考える力を身に付けるとともに、実践的で深い学びの実現をめざしていく。

今後の課題

○「基礎・基本」の確実な定着や、すべての学習の基盤となる「言語能力」や「学びに向かう力」の育成の充実等に努め
ているが、引き続き思考力・判断力・表現力を伸ばしていくことが重要。

○学校生活に関する満足度や学習活動における成果、希望進路の実現など、生徒ニーズへの対応は一定できており、今後、
ESやGLHSの取組み等の他校への拡大をはじめとして、各校の特色化・魅力化をさらに進めていくことが必要。



現行計画の振り返り（５）
＜基本方針３ 障がいのある子ども一人ひとりの自立を支援します＞

取組みのあらまし

データの推移など
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○「ともに学び、ともに育つ」教育の推進により、支援を必要とする幼児・児童生徒の増加や多様化に対応した教育環境
の整備をすすめてきた。

○ 幼・小・中・高の発達段階の連続性を大切にした一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を充実を図ってきた。
○ 障がいのある子どもの自立と社会参加の促進に向け、関係機関と連携し、就労をはじめ支援体制の充実を図ってきた。

【主な取組み】
支援学級・通級指導教室の充実、医療的ケアを実施する体制整備の支援、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の活用の充実、
知的障がいのある児童生徒等に関する基本方針の策定、
府立支援学校におけるセンター的機能、知的障がい生徒自立支援コース(11校)、高等支援学校の共生推進教室(10校)
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①府内支援学校の生徒数の推移 ③中学校等支援学級に在籍する生徒の進学割合
（大阪府・全国）の推移

②支援学級の児童生徒数の推移
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5%

14%

23%

25%

34%

その他

周りの人と協力して作業する力

職業に関する専門的な知識や技能

卒業後の社会的自立にむけた意欲

挨拶や言葉づかいなどの礼儀・マナー

支援計画（小）

70.8%

全て100%指導計画（小）

87.7%

支援計画（中）

76.7%

指導計画（中）

86.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

現行計画の振り返り（６） ＜基本方針３＞

障がいのある生徒の増加や、高校への進学を希望するなどのニーズの多様化を踏まえ、支援学校のみならず、高校
も含めた生徒の受け入れ体制、教育環境の整備を進める。また、障がいの有無に関わらず自立・社会参加等の促進
を、様々な主体が協働し、進めていくことをめざしていく。

今後の課題

○知的障がいのある児童生徒が年々増加傾向にあることに加え、国が新たに特別支援学校の設置基準を策定したことで、
支援学校の教室数の不足が明らかになった。

○中学校等の支援学級に在籍していた生徒の高校に進学する割合は年々増加しており、障がいのある生徒の教育環境の整
備が必要。

○障がいの有無に関わらず、支援の必要な生徒の自立・社会参加を実現することが重要。

99.6%

91.2%92.2%

91.6%

91.6%

92.8%

92.6%

95.8%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2（年度）

⑧知的障がい支援学校高等部卒業生の
就職希望者の就職率

25.1%
25.6%

23.6%
24.5%

26.3%
26.8%

26.1% 全体

24.9%
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26.4%
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⑦障がい支援学校高等部卒業生の
就職率

（年度）

⑥公立小中学校で通級による指導を受けている児童・生徒の
「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成率

④支援学校の不足教室数

不足教室数
令和６年度までに
解消が計画されて
いる教室数

５２８教室 ９０教室

（年度）

⑤自立支援コース・共生推進校生徒アンケート
Q.本校での授業で身についたと感じること

~障がいのある生徒の回答(R2)

※不足教室の85.2％（483室）は、
知的校で発生

6



86.3% 85.2% 84.5%
83.1% 83.7% 83.0%

81.2%

小６
78.5%

71.1%
68.9% 70.0% 69.4% 68.3% 69.4%

67.4%

中３
65.7%

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R3.5

R3取組み例（件数：99件）

・地域住民への各種講座・体験会の開催

・地域の福祉施設等における乳幼児や
高齢者との交流

・地域イベントや地域ＮＰＯ活動への参画

・市町村との連携による政策課題の研究

・企業との連携による新商品開発・販売促進 等

R3取組み例（件数：57件）

・近隣の小中学校への出前授業

・近隣の小中学校との異文化理解交流

・出身中学校での自校紹介

・小中学校におけるキャリア教育への参画

・近隣中学校による各種スポーツ大会や
文化祭の主催 等

現行計画の振り返り（７）
＜基本方針４ 子どもたちの豊でたくましい人間性をはぐくみます＞

取組みのあらまし

データの推移など

7

①小中学校と府立高校による連携 ②府立高校と地域・企業・行政による連携

73.0% 73.6% 73.3% 72.9%
74.9%

81.3%

77.9%
小６

74.3%

60.2% 61.2%
63.5%

64.9% 65.6%

72.7%

68.4%
中３

72.5%

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R3.5

③自分には良いところがあると
回答した児童・生徒の割合【再掲】

④「将来の夢や目標を持っている」と
回答した児童・生徒の割合

⑤「自ら課題を見つけて家で勉強をしている」
子どもの割合（中１～３までの変化）

○小・中・高一貫したキャリア教育を推進するとともに、地域と協働した体験活動等により、自己実現と社会貢献への意
欲を高め、粘り強くチャレンジする力をはぐくむ教育を充実してきた。

○また、就職を希望する興味ある職業等を具体的にイメージしながら、主体的に進路を考えることができる機会を提供し
てきた。

○学校生活に不安や悩みを抱える生徒一人ひとりに状況を踏まえた支援を行い、生徒が安心して登校できる環境の確保に
努めてきた。

【主な取組み】
SDGsジュニアフォーラムの開催、キャリア教育全体指導計画の作成促進、府立高校におけるキャリア教育・起業家教育、デュアル実習、

「志（こころざし）学」、高大連携の実施

51.3% 49.3%
60.7%

47.4% 49.4%
39.0%

中１時
(R1)

中２時
(R2)

中３時
(R3)

肯定的回答 否定的回答 無回答



84

61

25

22

実施校割合
77.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

100

120

H23 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

大学提供の講義や講演の受講 大学生等による教育活動支援

大学提供の教員研修 その他

R3取組み例（件数：81件）
・大学教員による出前授業

・大学の公開授業の受講・単位認定

・大学コンソーシアムへの参画

・大学に対する研究フィールドの提供

・世界の大学との国際交流 等

府立
95.3%

私立
95.1%

90%

95%

100%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

現行計画の振り返り（８） ＜基本方針４＞

8

学校での一人ひとりに応じたキャリア教育等に加え、様々な主体との協働により、子どもたちが互いに協力しなが
ら粘り強く挑戦できる実践的な教育環境のもとで、様々な体験等を通して、自主的・自律的な学びや自己肯定感等
を高めることをめざしていく。

今後の課題

○「自分には良いところがある」と回答する割合は計画策定時より上昇しているが、「将来の夢がある」や「自ら課題を
見つけて家で勉強をしている」割合は下降傾向にあり、自主的・自律的に目標等に向かう力をはぐくむことが重要。

○中退率が下降傾向にあることに加え、キャリア教育や就職支援の充実、大学・地域との協働等により、府立学校での就
職希望者の就職率は上昇傾向にあり、引き続き、生徒が安心して学び、将来像を描ける環境を整えていくことが必要。

⑥府立高校と大学による連携 ⑦府立・私立高校卒業者（就職希望者）の就職率

（年度）

（年度）

1.7%
1.5% 1.5%

1.3%
1.4%

1.2% 1.1%
府立

0.9%

1.5%
1.3%

1.4%
1.2% 1.2%

1.3%
私立

1.2%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

⑨府立・私立高校全日制課程の生徒の中退率

（年度）

⑧公立・私立高校卒業者の大学進学率

49.3% 49.9%
51.4% 51.5% 50.8% 50.7%

52.7%

府内公立

55.5%

71.4% 72.4% 73.0%
71.5% 71.9% 72.2%

74.3% 私立

76.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2（年度）



17.9%

11.8% 12.4%
11.5% 11.6%

13.3%
12.5%

小５

14.9%

23.3%

16.6% 16.2% 16.0%

13.2% 13.8% 13.5%

中２

15.7%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R3

34.3% 33.4% 33.5% 32.9%
31.2% 31.0%

32.2%
小５

36.2%

26.3% 26.4%
25.3%

23.6% 23.8%
21.8%

23.3%

中２

28.4%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R3

現行計画の振り返り（９）
<基本方針５ 子どもたちの健やかな体をはぐくみます>

取組みのあらまし

データの推移など

9

○PDCAサイクルに基づく学校における体育活動の活性化や、地域・家庭におけるスポーツ活動に親しむ機会の充実を図っ
てきた。

○学校における食に関する指導や学校保健活動等を充実するとともに、地域や家庭と連携して子どもの生活習慣の定着を
通した健康づくりを推進してきた。

【主な取組み】
子ども元気アッププロジェクト、体育授業・運動部活動等の充実、府立高校のグラウンド等の開放、総合型地域スポーツクラブの設置支援及び活動促進、
保護者が参画する学校保健委員会の設置促進、栄養教諭を中核とした「食に関する指導」

④府内の総合型地域スポーツクラブの数の推移

①体力テストの5段階総合評価で
下位評価の児童生徒の割合

（年度）

②1週間の総運動時間(60分未満の児童生徒の割合)

（年度）

（年度）

92.7% 87.9% 86.5% 79.4%

7.3% 12.1% 13.5% 20.6%

小学校

男子

中学校

男子

小学校

女子

中学校

女子

楽しい/やや楽しい あまり楽しくない/楽しくない

67

設置市町村
31

-7

3

13

23

33

43

0

20

40

60

80

100

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

設立クラブ数 準備中

③Q 体育（保健体育）の授業は楽しいですか(R3：府)



85.0% 84.3%
83.4% 83.4% 84.1%

81.7%

84.1%

小６

83.4%

78.8% 78.8% 79.3% 79.2% 78.7%

75.2%

78.0%

中３

77.3%

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R3.5

現行計画の振り返り（10） ＜基本方針５＞
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運動・スポーツに接する機会を増やし、児童生徒にとってのぞましい運動・スポーツ環境の充実を図りながら、子
どもの体力向上をめざしていく。また、健康教育をはじめとする学校保健活動の充実に引き続き取組み、将来にわ
たる健康づくりの基礎となる規則正しい生活習慣等を身に付けることをめざしていく。

今後の課題

○コロナ禍の影響もあり、令和元年度以降は運動時間の少ない児童生徒の割合が上昇傾向にあり、身体を動かす機会を多
様に設定する等、児童生徒にとってのぞましい運動・スポーツ環境を充実させることが重要。

○保護者と連携した学校保健活動や、食育の充実等は図られてきているが、健康の根幹となる、より良い生活習慣の獲得
に向けた取組みの充実を図ることが必要。

35.2%

37.9%

42.8%

41.3%

17.3%

16.5%

4.6%

4.1%

中学生

小学生

している どちらかと言えばしている あまりしていない 全くしていない

⑤毎日同じくらいの時間に寝ている
児童生徒の割合(R2)

⑥「毎日朝食をとる」児童・生徒の割合



-25

-30

-35

-40

-45

-50

-55

-60

中学校男 中学校女

現行計画の振り返り（11）
＜基本方針６ 教員の力とやる気を高めます＞

取組みのあらまし

データの推移など

11

○採用選考方法等の工夫・改善により熱意ある優秀な教員の確保を図るとともに、ミドルリーダー育成の取組みにより次
世代の管理職の養成に努めてきた。

○また、がんばった教員の実績や発揮された能力が適正に評価される評価・育成システムの実施等により教員のやる気と
能力の向上を図ってきた。

【主な取組み】
受験説明会や大学への個別訪問、経験者等への加点制度等、選考方法等工夫・改善、教育センターでの研修、学科や課程間と市町村間での
人事異動・交流、教員の働き方改革、部活動指導員をはじめとする外部人材の活用

①公立小学校教諭の男女別年齢構成
（大阪市、堺市、豊能地区を除く）（R3）

⑤教員の採用倍率

③府立高校教諭の男女別年齢構成（R3）

⑥経験の少ない教員の学科間及び
課程間異動等の人数比率

4.9 4.8 4.8 4.7 
5.2 

6.8 

6.0 6.0 
府

5.2 

5.8 5.7 
5.4 5.2 5.2 

4.9 
4.2 

4.0 

全国

3.8 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3（年度）

8.0% 8.0% 8.0%8.0%

16.5% 16.6%

14.8%

15.8% 小中学校

16.1%

18.0%

26.0%26.0%

32.0%

41.1%

46.0% 50.9% 51.0% 府立学校

53.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3（年度）

②公立中学校教諭の男女別年齢構成
（大阪市、堺市、豊能地区を除く）（R3）

④府立支援学校教諭の男女別年齢構成（R3）

-25

-30

-35

-40

-45

-50

-55

-60

小学校男 小学校女

-25

-30

-35

-40

-45

-50

-55

-60

高校男 高校女

-25

-30

-35

-40

-45

-50

-55

-60

支援男 支援女

教員総数 11,297人

平均年齢 36.9歳

教員総数 6,033人

平均年齢 37.2歳

教員総数 3,940人

平均年齢 39.2歳

教員総数 5,888人

平均年齢 40.3歳



12,318 人

10,610 人
9,944 人9,861 人9,663 人

7,935 人

9,626 人

8,460 人

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

現行計画の振り返り（12） ＜基本方針６＞
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⑦府立学校教員一人当たりの
年間時間外平均在校時間数

⑧府教育センター実施研修への総受講者数
※法定研修及び悉皆研修を除く

（年度）

350.2 h 337.2 h 327.8 h 317.5 h
298.2 h

273.1 h

H27 H28 H29 H30 R 1 R 2
（年度）

今後の課題

○全国を超える採用倍率は維持できているが、団塊世代の大量退職もあり、経験の浅い教員、ミドルリーダー教員の資
質・能力の向上に取り組むことが重要。

○働き方改革の結果もあり教員の時間外在校時間は減少しているが、教職の魅力や教員の働き方についてより一層の広報
等を図ることが必要。

教員採用に関する広報の充実等による優秀な教員の確保、経験の浅い教員や管理職候補の教員に対する各種機会の
設定、ICT活用等による働き方改革や研修等を通じた教員の資質・能力の向上により、これまで以上に生徒・保護
者のニーズに対応できる教員の育成や学校組織づくりをめざしていく。



61.8%
64.0%64.4%

66.0%67.0%67.9%67.4% 保護者参加

60.9%

72.3%73.1%74.1%75.2%76.2%75.9%76.9% 情報提供

79.3%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2（年度）

32.5% 31.5% 34.5%

42.9% 46.0%

64.1% 61.1%

小学校
46.7%

32.3% 29.6%
34.0%

39.2% 36.2% 35.1% 32.8%
中学校
25.9%

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R3.5

児童生徒・保護者のニーズが多様化する中、児童生徒の様々な体験や学びを深めるべく、多様な機関・人材と協働
しながら開かれた学校づくりから一歩踏み出した、地域とともにある学校づくりの推進をめざしていく。また、共
働きの増加など社会状況の変化を踏まえながら、保護者・地域の協力を得ることができる学校運営をめざしてい
く。さらに、高校においては、魅力化・特色化のため、スクールミッションやスクールポリシーを策定し、各校の
強みや特色、社会的役割等を発信する。

取組みのあらまし

データの推移など

○学校の教育活動への地域人材の参画を促し、地域のネットワークづくりを推進してきた。また、保護者・地域への情報
発信を充実するとともに、保護者等のニーズを十分に反映した開かれた学校づくりを推進してきた。

○子どもたちが様々な経験ができるよう、地域と連携した体験活動等の機会を提供してきた。
【主な取組み】
小中学校と高校・高校と大学の連携、地域・企業・行政との連携、学校運営協議会(生徒と保護者の意向を踏まえた学校教育自己評価)
学校・家庭・地域の連携による教育コミュニティづくり（学校支援活動、おおさか元気広場、家庭教育支援)の推進、地域人材の育成

②保護者向け学校教育自己診断における
府立高校授業参観や学校行事等への保護者の参加及び

学校の情報提供に関連する診断項目の肯定値

③保護者向け学校教育自己診断における
府立学校教員の指導等に関する項目に

おける肯定的意見の比率

13

74.9% 75.0%
75.9%

77.4% 77.4% 77.8% 77.6%
78.9%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2（年度）

現行計画の振り返り（13）
＜基本方針７ 学校の組織力向上と開かれた学校づくりをすすめます＞
<基本方針９ 地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します>

○児童生徒・保護者のニーズが多様化する中、大学や地域、企業等との協働により、児童生徒の興味や関心を高める取組
みの機会を提供しているが、引き続き、協働する機関や人材を確保していくことが必要。

○学校運営協議会を全府立学校で開催するとともに、学校評価情報の公表等により、情報提供に対する保護者等の評価は
年々上昇しているが、学校の特色化・魅力化をさらに進め、中学校や大学・企業等により分かりやすい情報発信を行う
ことが重要。

今後の課題

①保護者や地域の人の学校における教育活動や
様々な活動への参加状況に関する項目
よく参加していると回答した学校の割合
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(予定)
R5
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計

高校 20 28 28 28 28 132
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設置率 11.8% 28.2% 52.4% 76.5% 100% 100% 
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コロナで
地域等の
参加を自粛

取組みのあらまし

データの推移など

○耐震改修、老朽化対策等、府立学校の計画的な施設整備を推進するとともに、ICT環境の充実により、府立学校の環境を
整備してきた。

○児童・生徒が災害時に迅速に対応できる力を養成するとともに、子どもの交通安全・防犯教育の推進等地域との連携に
よる子どもの見守り活動等を推進してきた。

【主な取組み】
府立学校長寿命化計画の策定・空調やトイレ設備の改修、地域と連携した避難訓練の実施、
学校・警察・保護者・地域が一体となった地域ぐるみでの安全体制の整備

①府立学校の主校舎の築年数 ③地域と連携した自然災害を想定した
避難訓練の実施率（政令市除く）

②府立学校体育館空調設置状況（Ｒ4.3.31現在）

④スクール・ガードリーダーの配置

34 34 34 34 35 36 
38 

配置人数
40 

20 20 20 20 
18 18 18 

市町村数

17 

H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2 R3
（年度）

（年度）

引き続き、学校施設が地域の防災拠点となることも踏まえた施設の改善や、地域との連携による安全・安心で快適
な教育環境の構築をめざしていく。

今後の課題

○空調設備更新等、教育環境の改善に着実に取り組んでいるが、府立学校の約70％が築年数40年以上となる中、継続的な
ファシリティマネジメントを進めていくことが必要。

○地域と連携した避難訓練の実施件数やスクール・ガードリーダーの配置などは年々増加しているが、コロナ禍や人材の
高齢化など、状況変化に対して取組み手法の変更なども行い、取組みを持続することが必要。

現行計画の振り返り（14）
＜基本方針８ 安全で安心な学びの場をつくります＞

14



73.3%

72.1%

78.8%

73.1%73.1%

72.8%

75.9%

75.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

引き続き、家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するた
め、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施していくとともに、私立学校が特色・魅力ある教育をおこな
えるよう支援を行っていく。

今後の課題

○私立高校生等への授業料無償化制度の実施により、制度創設前と比べ私立高校に進学する割合が増加するなど、家庭の
経済的事情にかかわらない自由な学校選択に寄与。

○児童生徒に多様で個性的かつ特色ある学習機会の提供と幅広い教育内容の選択が行えるよう、私立高校生等への授業料
無償化制度や私立学校園等への経常費補助金等、私立幼・小・中・高・専修各種学校への支援が必要。

15

現行計画の振り返り（15）
＜基本方針10 私立学校の振興を図ります＞

取組みのあらまし

○家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供し、公私の連携、切磋琢
磨を図るため、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施するとともに、効果検証による定期的な制度の見直し、
改正を行ってきた。【再掲】

○私立学校が建学の精神に基づき、社会の変化や生徒・保護者ニーズに対応した特色・魅力ある教育をおこなえるよう支
援を行ってきた。

【主な取組み】
私立学校に対する経常費補助、私立幼稚園預かり保育事業補助金、私立高校等の授業料無償化、私立専門学校授業料等減免費補助金、公私連携事業の実施

データの推移など

①公私受入割合の推移【再掲】

72,298 人

77,316 人
公立中学校

卒業者数

65,551 人

67.8%

公立

61.6%

32.2%
私立

38.4%

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

②私立高校に対する生徒・保護者の満足度の推移

R3取組み例（件数：86件）

・学校経営推進事業（公⇒私）

・府教育センター実施研修への参加（公⇒私）

・相互授業見学（公⇔私）

・キャリア教育推進のための研究会の設置（私⇒公）

・専門学校の府立高校生向け授業の実施（私⇒公）
等

③公私連携事業の実施

（選抜年度） （年度）



旧第１学区

19,250 
旧第１学区

18,270 

旧第２学区

17,070 旧第２学区

14,170 

旧第３学区

21,944 旧第３学区

16,770 

旧第４学区

16,566 

旧第４学区

12,190 

65,551 

61,420 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

S62 H4 H9 H15 H20 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

推計値実績値

（人） 選抜年度 対ピーク時

昭和62年 100%

・ ・

平成23年 48.9%

平成24年 50.6%

平成25年 50.8%

平成26年 52.3%

平成27年 51.1%

平成28年 50.6%

平成29年 50.1%

平成30年 48.6%

平成31年 47.3%

令和２年 46.4%

令和３年 44.3%

令和４年 45.4%

令和５年 45.4%

令和６年 45.1%

令和７年 44.2%

令和８年 44.0%

令和９年 43.3%

令和10年 42.6%

令和11年 41.7%

令和12年 41.5%（選抜年度）

大阪府教育庁調べ

参考 教育を取り巻く状況の変化① ～学生の状況

府内公立中学校卒業者数の推移と将来推計

※令和４年度以降は、学校基本調査（令和３年5月1日現在）における
府内公立小・中学校在籍児童・生徒数から推計。

旧第１学区 大阪市西淀川区・東淀川区・淀川区・北区、豊中市、池田市、吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、豊能郡、三島郡

旧第２学区 大阪市西区・港区・此花区・大正区・旭区・福島区・都島区・城東区・鶴見区・中央区（東）、守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市

旧第３学区 大阪市浪速区・西成区・東成区・天王寺区・住吉区・生野区・阿倍野区・東住吉区・平野区・住之江区・中央区（南）、堺市美原区、八尾市、富田林市、河内長野市、松原市、柏原市、
羽曳野市、藤井寺市、東大阪市、大阪狭山市、南河内郡

旧第４学区 堺市堺区・北区・西区・中区・南区・東区、岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪南市、泉北郡、泉南郡
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参考 教育を取り巻く状況の変化② 府内支援学校の状況

6,658

6,919

7,089

7,244
7,348

7,546

7,700

7,849

7,987

8,114

8,248

6,500

6,700

6,900

7,100

7,300

7,500

7,700

7,900

8,100

8,300

8,500

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

推計値実績値

（年度）

府立支援学校に在籍する知的障がいのある生徒数（推計含む）の推移（平成28年度推計の再推計）

（１）不足教室のある学校数（堺市立支援学校3校分含む）

学校数
基準を満たしていない学校数

校舎面積 運動場面積

４９（府立４６、堺市立３） １２（府立１２、堺市立０） ２４（府立２３、堺市立１）

（３）特別支援学校設置基準のうち「校舎」・「運動場面積」を満たしていない学校数

学校数 教室が不足している学校数

４９（府立４６、堺市立３） ２８校（府立２８、堺市立０）

公立特別支援学校における教室不足調査(令和３年１０月１日時点 文部科学省調査）

※不足教室の85.2％（483室）は、知的障がい支援学校

不足教室数
令和6年度までに解消が計
画されている教室数

５２８教室 ９０教室

（２）支援学校の不足教室数

現時点における今後の学校整備スケジュール

■もと西淀川高校を活用した新校整備（R６年度開校予定）

■生野支援学校の大阪わかば高校敷地内への移転/拡充（R9年度開校予定）
17



２．現行計画の振り返り ※資料１参照１．教育をとりまく社会の変化

次期大阪府教育振興基本計画の策定について（たたき台） 資料２

教育を深める 教育を支える

確かな学力の定着
と学びの深化

豊かな心と
人間性の育成

生涯にわたる
健やかな体づくり

将来をみすえた
自主性・自立性の

育成

社会に開かれた
教育をより進める
多様な主体との協働

力と熱意を備えた
教員の育成

学びを支える
施設等の環境整備

私立学校の振興

主
な
内
容

○確かな学力や探究す

る力を身に付ける。

○国際社会で活躍する

人材の育成や学び直

しの提供など、子ど

もの多様なニーズに

応じた学びを実現す

る。

○命の大切さや他者へ

の思いやり、人権、

多様性を認め合う心

を学ぶことにより、

子どもの豊かな心を

はぐくむ。

○福祉等と連携し、支

援体制を充実、いじ

めや虐待、ヤングケ

アラー等の早期発

見・解決等につなげ

る。

○教育活動全般により

体力向上を図るとと

もに、子どもが規則

正しい生活習慣等を

身に付けることで健

やかな体づくりにつ

なげる。

○子どもにとって、望

ましい運動・スポー

ツ環境の充実を図る。

○自分らしい生き方や

社会での役割、それ

らの価値を見出す

様々な機会の拡充を

図る。

○幼児教育の質の向上

を図り、発達段階に

応じた取組みを促進。

○子どもが自身の個

性・特性を把握し、

社会の担い手となる

ため、小中高一貫し

たキャリア教育を行

う。

○多様化する生徒・保

護者のニーズ・課題

に対応するため、地

域や企業等との連携

を図る。

○多様な主体との連携

により、子どもの興

味・関心や学習意欲

を向上させる体験機

会を拡充する。

○優秀な教員の確保を

図るとともに、育成

環境の充実により、

教員の資質・能力の

向上を図る。

○教員の業務改善、外

部人材の活用等によ

り、働き方改革の一

層の推進を図る。

○災害や感染症に備え

た学校安全の確保、

中長期にわたる整備

により、子どもが安

心して学べる施設環

境を維持する。

○私立学校園が、それ

ぞれの建学の精神に

基づき、公私連携、

切磋琢磨しながら、

社会の変化や府民の

教育ニーズに対応し

た特色・魅力ある教

育を実施できるよう、

振興を図る。

３．次期計画の柱建て（イメージ）

○小中学校・高校の教育力
○障がいのある子どもの自立支援
○豊かでたくましい人間性
○健やかな体
○教員の力とやる気
○学校の組織力向上と開かれた学校づくり
地域の教育コミュニティづくりと家庭教育の支援

○安全で安心な学びの場
○私立学校の振興

（大阪の教育がはぐくむ人物像）
○人生を自ら切り拓いていく人
○認め合い、尊重し、協働していく人
○地域や世界とつながり、社会に貢献していく人

（大阪がめざす教育）
○子どもの多様性に応じ、誰一人取り残さない教育
○一人ひとりの良さや可能性を引き出し、最大限伸ばす教育

・人口減少や高齢化、DX、グローバル化や多極化、

地球環境問題等がこれまで以上に進行

・Society5.0（超スマート社会）の到来、

労働市場の構造や職業自体が抜本的に変化

今の子どもたちが社会の中心となる2040年以降は、

変動性、不確実性、複雑性、曖昧性の時代と言われ、

予測困難な未来となる可能性大

社会の変化（２０４０年以降の社会） 未来の社会が求める力

➡ 常に学び・成長し、
社会を形成する力

➡ 互いを尊重し、
共生社会を実現する力

➡ 変革を起こし、
新たな価値を創造する力

望む未来を
自身で描き

創造することが
求められる

（参考）現行の教育振興基本計画における基本方針

＜基本方針１＞
小中学校の
教育力を
充実する

＜基本方針２＞
高校の
教育力を
向上する

＜基本方針３＞
障がいのある
子どもの

自立を支援する

＜基本方針４＞
子どもたちの
人間性を
はぐくむ

＜基本方針５＞
子どもたちの
健やかな体を
はぐくむ

＜基本方針６＞
教員の力と

やる気を高める

＜基本方針７＞
学校の組織力向上と開

かれた
学校づくり

＜基本方針８＞
安全で安心な
学びの場を
つくる

＜基本方針９＞
地域の教育コミニティ

づくりと
家庭教育を支援

＜基本方針10＞
私立学校の

振興

＜府立高校＞

・府立学校のネットワーク化等により、教育基盤の底上げ、各校の特色づくり、

魅力化を図る。

＜府立支援学校＞

・新たな特別支援学校設置基準を踏まえ、

支援の必要な幼児・児童・生徒の教育環境の体制整備を進める。

○授業料無償化制度により、

自らの希望や能力に応じた

自由な学校選択を支援する。


